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 射水市長等政治倫理条例逐条解説  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、この条例の制定目的について規定したものである。  

 平成２４年度に開催された射水市政治倫理審査会の報告書でも付言されたが、

暫定施行されている「小杉町長等政治倫理条例」を見直し、射水市としての条

例を制定するものであり、市長等が、市民全体の奉仕者として、また、市民か

ら負託を受けた者であることを認識し、市民の疑惑を招くことのないよう、信

頼される市政を進めることで、市政の健全な発展に寄与することを目的として

いる。  

 なお、副市長は、市長の代理を務めることもあり、市長の政治活動を分担す

る一面もあることから条例対象者に含め、また、教育長については、市長の政

治活動を分担するとは言えないまでも、物品の購入や教員の人事等に関し一定

の権限を有するものとして、本条例の対象者とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、市長等の責務について規定したものである。  

 市民の信託を受けた市長等は、自己又は特定の者の利益のためでなく、市民

全体の奉仕者として、その使命の達成に努めることとしている。  

 

 

 

 

 （目的）  

第１条 この条例は、射水市長、副市長及び教育長（以下「市長等」とい

う。）の政治倫理に関する基本となる事項を定めることにより、市長等

が、市民全体の奉仕者として政治倫理のより一層の向上に努めるととも

に、市民に信頼される市政を進め、もって市政の健全な発展に寄与する

ことを目的とする。  

 

 

（市長等の責務）  

第２条 市長等は、市民の信託を受けた全体の奉仕者として、市政に携わ

る権能と責務を深く自覚し、地方自治の本旨に従って、その使命の達成

に努めなければならない。  
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 本条は、市民の責務について規定したものである。  

 市民は、主権者として市政を担い、公共の利益を実現する責任を負っている

ことを自覚するとともに、自己の利益又は第三者の利益・不利益を図るために

市長等の地位による影響力を不正に行使させるような働きかけを行うことを禁

止することとしている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （市民の責務）  

第３条 市民は、主権者として自らも市政を担い、公共の利益を実現する

責任を負うことについて自覚を持つとともに、自己の利益又は第三者の

利益若しくは不利益を図る目的をもって、市長等に対して、その権限又

は地位による影響力を不正に行使させるような働きかけを行ってはな

らない。  

（政治倫理基準）  

第４条 市長等は、次に掲げる政治倫理基準を遵守しなければならない。 

 (1) 市民全体の代表者として、法令を遵守し、品位及び名誉を損なう一

切の行為を慎み、不正の疑惑を持たれるおそれのある行為をしないこ

と。 

 (2) 市民全体の奉仕者として、常に人格と倫理の向上に努め、その地位

を利用していかなる金品の授受もしないこと。 

 (3) 市又は市が資本金、基本金その他これらに準じるものを出資してい

る法人若しくは市の施設の指定管理者が行う許可又は請負その他の

契約等に関し、特定の者のために有利な取扱い又は不利な取扱いをす

るよう働き掛けをしないこと。 

 (4) 本市職員の公正な職務執行を妨げ、又はその権限若しくは地位によ

る影響力を不正に使用するよう働き掛けをしないこと。  

 (5) 職員の採用に関し、推薦又は紹介をしないこと。 

 (6) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第１

４２条、第１６６条第２項及び第１８０条の５第６項に規定する趣旨

を尊重し、他人名義による請負又は物品納入契約をするなどの兼業行

為をしないこと。 

２ 市長等は、前項各号に規定する政治倫理基準に反する事実があるとの

疑惑を持たれたときは、その疑惑を解明し、責任を明らかにするよう努

めなければならない。 
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 本条は、政治倫理基準及び疑惑解明義務について規定したものである。  

  

  １ 第１項は、各号に市長等が遵守すべき政治倫理基準を定めている。  

  (1) 第１号は、市長等は、市民全体の代表者として、法令の遵守に加え、

品位及び名誉を損なう一切の行為や市民に不正の疑惑を持たれるおそれ

のある行為をしないことを定めている。  

 

  (2) 第２号は、市長等は、市民の奉仕者として、人格と倫理の向上に努め、

その地位を利用していかなる金品の授受をしないことを定めている。 

 

  (3) 第３号は、市や市が出資している法人若しくは市の施設の指定管理者

が行う許可、請負その他の契約等について、特定の者に有利な取扱い又

は不利な取扱いをするよう働きかけをしないことを定めている。  

  《参考》  

市が４分の１以上出資している法人  

    ○ 射水市土地開発公社  

    ○ 公益財団法人射水市文化振興財団  

    ○ 公益財団法人射水市体育協会  

    ○ 一般財団法人射水市公園等管理業務公社  

    ○ 公益財団法人射水市絵本文化振興財団  

    ○ 万葉線株式会社  

   市の施設の指定管理者  

     地域振興会、文化振興財団、射水市体育協会等  

 

  (4) 第４号は、市長等は職員の公正な職務執行を妨げたり、権限又は地位

による影響力を不正に行使するよう働き掛けたりしないことを定めてい

る。 

 

  (5) 第５号は、職員採用について、特定の職員が有利又は不利になるよう

な取扱いをしないことを定めている。 

 

  (6) 第６号は、地方自治法で規定している兼業の禁止の趣旨を尊重し、た

とえ他人名義であっても、請負や物品納入契約等の兼業行為をしないこ

とを定めている。 
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 ２ 第２項は、市長等が、第１項の政治倫理基準に違反する疑いがあるとの

疑惑を持たれたときは、市長等が自ら責任を持って疑惑の解明に努め、説

明責任を果たすことを定めている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、政治倫理審査会について規定したものである。 

 

 １ 第１項は、政治倫理審査会（以下「審査会」という。）の設置について規

定しており、その目的として、政治倫理に関し調査審議することとしてい

る。 

 

 ２ 第２項は、審査会の委員は、５人以内で組織することを定めている。 

 

 ３ 第３項は、審査会委員についての規定であり、委員の選任基準及び委嘱

について定めている。 

 

 ４ 第４項は、審査会委員の任期についての規定であり、任期は２年、再任

も可としている。なお、補欠委員の任期については、前任者の残任期間と

定めている。 

 （政治倫理審査会） 

第５条 政治倫理に関する事項について調査審議するため、法第１３８条

の４第３項の規定に基づき、射水市政治倫理審査会（以下「審査会」と

いう。）を置く。 

２ 審査会は、５人以内の委員をもって組織する。 

３ 審査会の委員は、社会的信望があり、地方行政に関し識見の高い者の

うちから市長が委嘱する。 

４ 審査会委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 審査会の会議は公開するものとする。ただし、審査会が特に必要と認

めるときは、出席委員の過半数の同意を得て、非公開とすることができ

る。 

６ 審査会の委員は、公平かつ適正にその職務を遂行するものとし、その

職務を政治的目的のため利用してはならない。 

７ 審査会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。また、

その職を退いた後も同様とする。 
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 ５ 第５項は、審査会の会議の公開について規定している。 

   審査会の会議については、公開を原則とする。ただし、審議の内容が個

人情報の保護及び名誉等にかかわるものであり、公開することに支障があ

ると認められる場合には、委員の過半数の同意を得て、非公開とすること

ができると定めている。 

   なお、公開か非公開かの協議は、非公開とする。 

 

 ６ 第６項は、審査会委員の遵守事項を規定したものであり、公平かつ適正

な職務遂行と職務の政治的目的での利用を禁止している。  

 

 ７ 第７項は、審査会委員の守秘義務について規定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 本条は、審査会の職務について規定したものである。 

 

 １ 第１項は、審査会の職務を次のとおり定めている。 

  (1) 市民からの審査請求に係る審査を行うこと。 

  (2) 市長の諮問に応じ、審議し、答申すること。 

  (3) その他政治倫理の確立及び向上に関し、建議すること。 

  

 ２ 第２項は、職務を行うため、関係人から事情聴取や資料提供等、必要な

調査を行うことができるよう定めている。 

 

（審査会の職務） 

第６条 審査会は、次に掲げる職務を行うものとする。 

 (1) 第９条第１項に規定する審査に関すること。 

 (2) 市長の諮問に応じ、政治倫理に関する重要事項を審議し、答申する

こと。 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、政治倫理の確立及び向上に関して建議

すること。 

２ 審査会は、前項各号の職務を行うため、関係人から事情聴取及び資料

提供等必要な調査を行うことができる。 
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 本条は、市民の審査請求権について、規定したものである。 

  

 １ 第１項は、市民からの審査請求の要件について定めている。  

   市民は、市長等が政治倫理基準に反する疑いがあると認めるときは、一

定の要件を満たす選挙権を有する者の連署に、疑うことを証する資料を添

え、市長に対し、審査請求できることとしている。 

  ● 市民からの請求要件 

   ① 公職選挙法第２２条に規定による選挙人名簿の登録が行われた日に

おいて選挙人名簿に登録されている者 

     審査請求のあった日の直近の選挙人名簿に登録（３月、６月、９月、

１２月に登録）されている者とする。  

 

   ② 総数の５０分の１以上の者の連署 

     地方自治法の直接請求の規定に準じ、第７４条第５項の規定により

選挙管理委員会が告示した人数とする。 

 

   ③ 審査を請求した日前１か月以内の連署 

     地方自治法施行令第９２条第４項に準じ、審査請求をする日の１か

月前からの連署でなければならないものとする。 

 

   ④ これを証する資料 

     政治倫理基準に反することを証する資料とは、疑いを客観的に判断

できる書類等で、主観的又は恣意的なものは認められないものとする。 

     なお、書類とは、書類だけではなく、ビデオ、録音テープ、会議録

等も含むものである。 

（市民の審査請求権） 

第７条 市民は、市長等が第４条第１項各号に規定する政治倫理基準に反

する疑いがあると認めるときは、法第１８条に定める選挙権を有する者

の５０分の１以上の連署にこれを証する資料を添えて、市長に審査を請

求することができる。 

２ 市長は、前項の規定により審査の請求がなされたときは、速やかに審

査会にその審査を求めなければならない。 
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 ２ 第２項は、市民からの審査請求に対する市長の対応についての規定であ

り、速やかに審査会への審査に付す義務を定めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、市議会議長から送付された議員に対する審査請求書の取扱いについ

て規定したものである。 

射水市議会議員政治倫理条例第５条第１項に基づきなされた市議会議員に対

する審査請求について、その審査請求書の写しが市議会議長から送付された場

合、市長は、遅滞なく審査会への審査に付す義務を定めている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、審査会による市長への報告等について規定したものである。 

 （政治倫理基準違反等の審査） 

第９条 審査会は、第７条第２項及び前条の規定により市長から審査を求

められたときは、当該審査請求の適否及び当該事案の存否を審査し、文

書で市長に審査結果報告をしなければならない。 

２ 審査会は、市長から審査を求められた日から起算して６０日以内に前

項に規定する審査結果を報告するよう努めなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定により審査会から審査結果の報告を受けたとき

は、第７条の規定に基づく請求に対する審査結果の報告にあっては、そ

の写しを審査請求者に送付するとともに、公表するものとし、第８条の

規定に基づく審査結果の報告にあっては、その写しを速やかに市議会議

長に送付しなければならない。 

 

 （議員審査請求の審査） 

第８条  市長は、市議会議長から射水市議会議員政治倫理条例（平成   

２７年条例第３５号）第５条第２項の規定により審査請求書の写しの送

付を受けたときは、遅滞なく、審査会に審査を求めなければならない。 
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 １ 第１項は、審査会は、審査の結果を市長に報告しなければならないと定

めている。 

 

 ２ 第２項は、審査会は、市長に対し、審査の請求があった日から６０日以

内に審査結果を報告するよう努めなければならないことを定めている。 

 

 ３ 第３項は、市長が審査会からの報告を受けた場合の対応について規定し

ている。市長等への審査請求に対する審査報告にあっては、その写しを審

査請求者へ送付するとともに、市民に対し公表するよう定めている。また、

市議会議員への審査請求に対する審査報告にあっては、その写しを市議会

議長へ送付することと定めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、審査会への資料の提供及び審査会からの請求に基づく市長等の  

出席義務について定めている。 

 市長等は、審査会からの要請があった場合は、審査会へ出席しなければなら

ないとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、市長等への弁明の機会の付与について定めている。 

（市長等の協力義務） 

第１０条 市長等は、審査会から審査に必要な資料の提出又は会議への出

席請求があった場合は、その請求に従わなければならない。  

 

 （弁明） 

第１１条 市長等は、審査会において口頭又は文書により弁明することを

請求できる。 

２ 市長等は、第９条第１項に規定する審査結果について文書により弁明

することができる。 

３ 市長は、前項の規定により弁明があった場合は、第９条第３項の規定

による審査結果の公表に当たり、その弁明の全部又は要旨を併せて公表

するものとする。 
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 １ 第１項は、市長等は審査会の会議に出席し、自らの疑惑に関し、口頭又

は書面により弁明することができるものと定めている。 

 

 ２ 第２項は、市長等は審査結果について、審査請求者への結果通知や審査

結果公表までの間、審査会に対し、書面により弁明できるものと定めてい

る。 

 

 ３ 第３項は、市長は、審査結果に対する弁明があった場合、市民への審査

結果公表に併せ、弁明の全部又は要旨を公表することを定めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、市長等の措置について定めたものである。 

 市長等は、審査会の審査結果が政治倫理基準に反しているとされ、それが妥

当と判断した場合は、政治倫理を確保するために必要と認められる措置を講じ

なければならないとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本条は、規則への委任について定めている。 

規則では、審査請求の手続、各様式等を定める。 

 

 

（審査会の報告に対する市長等の措置） 

第１２条 市長等は、自己に関する審査会の審査結果において政治倫理基

準に反するとの報告がなされ、当該審査報告が妥当であると認めたとき

は、政治倫理確保のために必要と認められる措置を講じなければならな

い。  

 

 （委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 
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１ 条例の施行期日を定めるものであり、公布の日からとする。 

２ 本条例の施行に伴い、現在暫定施行されている小杉町長等政治倫理条例を

廃止する。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （小杉町長等政治倫理条例の廃止） 

２ 小杉町長等政治倫理条例（平成１４年小杉町条例第２号）は、廃止す

る。 

  

 


